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平 成 ２ １ 会 計 年 度 事 業 計 画 

区   分 業 務 別 計 画 

 

１ 放送大学を設

置し，これを運営

することに関す

る事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）学生の募集等 

   以下のとおり平成２１年度第２学期及び平成２２年度第１学期学生募集を行い，入学者の決定

を行う。                            （単位：人） 

区  分 
入学 

定員 
募集期間等 

平成21年度第2学期全科

履修生 
15,000

平成21年度第2学期 

選科履修生，科目履修生
40,000

６ 月 １ 日 ～ ８ 月 ３ １ 日

平成22年度第1学期全科

履修生 
15,000

平成22年度第1学期 

選科履修生，科目履修生
40,000

１１月１５日～２月２８日 

 

 

 

 

教養学部 

 

 

平成21年度 

集中科目履修生 
― ５月１日～５月３ １日 

平成22年度 

修士全科生 
500

8/21～9/11 募  集  期  間 

10/6    第1次合格者の決定（書類審査） 

10/25    第２次選考    （ 筆記試験 ） 

11/21,22    〃  （面接試問） 

12/9     最終合格者決定 

平成21年度第2学期 

修士選科生，修士科目生
11,000 ６月１日～８月３ １日 

 

 

大学院 

文化科学 

研究科 

 

 

平成22年度第1学期 

修士選科生，修士科目生
11,000 １１月１５日～２月２８日 

（注）募集期間等は予定である。 

 

   なお，学費については下記のとおりとする。 

①教養学部 

学生の種類 入学料 授業料 

全科履修生 22,000円 

選科履修生 8,000円 

科目履修生 6,000円 

集中科目履修生 4,000円 

1単位 

当たり 

5,500円 

 

②大学院文化科学研究科 

学生の種類 検定料 入学料 授業料 研究指導料 臨床心理実習費 

修士全科生 30,000円 44,000円 

1年間 

につき

88,000円 

20,000円 

修士選科生 16,000円 

修士科目生 
― 

12,000円 

1単位 

当たり 

11,000円
― ― 
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区   分 業 務 別 計 画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）学生の教育等 

 

  ① 学生に対して放送授業，面接授業，通信指導，研究指導，単位認定試験等を実施する。 

 

 

 

 

 

放送授業 

 

 

・平成21年4月1日～4月28日 

 平成21年5月6日～7月21日 

 

・平成21年10月1日～12月28日 

 平成22年 1 月5日～ 1月20日 

 

・第1学期については，学部２６８科目，大学院７０科目を放送 

・第2学期については，学部２７２科目，大学院７０科目を放送 

 

・平成21年4月29日～5月5日及び平成21年12月29日～22年1月4日を「ゆとりの期間」として，

また，平成21年7月22日～9月30日及び平成22年1月21日～3月31日を「集中放送授業期間」と

して，特別講義を放送するほか，授業番組の一部を再放送 

・ なお，集中放送授業期間,ゆとりの期間（年末・年始）には，「司書教諭資格取得に資する科目」

（５科目），「看護師資格取得に資する科目」（５科目）,「教員免許更新講習に関する科目」（６科

目）も放送 

 

 

 

面接授業 

 

 

・学習センター等で直接教員（客員・非常勤教員を含む。）が指導を実施（スク

ーリング） 

 

・面接授業の開講期間 

 １学期 平成２１年４月～８月 

 ２学期 平成２１年１０月～平成２２年１月 

 ※面接授業は８５分の授業を８回実施 

 

通信指導 

 

通信指導提出期限 

（第1学期） 

（第2学期） 

〔（集中科目履修生） 

 

平成２１年 ６月９日  

平成２１年１２月２日  

平成２１年８月１４日 〕 

研究指導 

（大学院） 

 

・研究指導並びに第２年次の学生については修士論文等の審査を実施 

・教養学部 （第1学期）平成21年7月26日～8月2日 

（第2学期）平成22年1月24日～1月31日 

 

・集中科目履修生 

 「司書教諭資格取得に資する科目」 平成21年10月19日 単位認定レポート提出期限 

 「看護師資格取得に資する科目」 平成21年  9月25日，26日 

 

 

 

単位認定

試験 

 

・大学院文化科学研究科 
（第1学期）平成21年7月24日～25日 

（第2学期）平成22年1月22日～23日 

 

 

 

 

 

 

 

１５週間 

１５週間 
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区   分 業 務 別 計 画 

 

 

② 各種資格の取得に資する教育を実施する。 

    専修免許状，特別支援学校の教諭免許状，栄養教論免許状，看護師資格など   

    

  ③ 特定の科目群を履修し単位取得した学生に認証状を発行・授与する科目群履修認証制度の認

証科目群を拡充する。 

    

  ④ 他大学等との単位互換を推進する。 

 

⑤ 教員免許更新講習を実施する。 

 

  ⑥ 海外の遠隔高等教育機関との国際交流を推進する。 

 

 

（３）教材の作成 

  ① 新たに開設する授業科目の放送教材及び印刷教材を作成するとともに，特別講義を制作す

る。 

    なお，放送教材については，地上デジタルテレビジョン放送に対応したハイビジョン番組と

して制作する。 

 

  ② 特別講義の一部の番組について，番組に連動したデータ放送用コンテンツを制作する。 

 

  ③ 聴覚障害者等による受講の便宜を図るため，字幕番組を制作する。 

 

  ④ 放送教材の二次利用等の円滑化に資するため，教材作成段階において著作権処理について十

分配慮するとともに，著作権処理データベースを運用し，著作権処理業務の効率化を図る。 

 

  ⑤ 放送教材の作成に係る効率的な執行・制作に努める。 

 

 

（４）学習センターの運営 

   全国各地の学習者の身近な場所において面接による授業等を行うため，学習センターの運営

を行う。また，面接授業受講機会の充実及び講義室の有効活用等に努める。 

 

  ① 面接授業の実施等 

    

  ② 単位認定試験の実施 

    

  ③ ビデオ・オーディオテープ・ＤＶＤ・ＣＤによる再視聴学習機会の提供 

 

  ④ 学習支援 

    再視聴の受付，図書の貸出，学習相談，証明書の発行等 

 

  ⑤ 当該地域の広報活動・学生募集活動 
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区   分 業 務 別 計 画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）施設設備の整備 

  ① 千葉学習センター、神奈川学習センター及び花見川中継所の特別修繕を行う。 

 

② キャンパス・ネットワークシステムについては，ウェブカメラ会議システム等双方向遠隔指

導機能を充実し，学習支援の充実及び学生サービスの向上を図る。 

 

  ③ 教育研究に必要な設備等の整備及び図書・学術雑誌の充実を図る。 

 

 

（６）授業評価の実施 

   授業内容の質的な充実を図るため，引き続き学生等による授業評価を実施する。 

   また，学部･大学院の教育方法改善を図るため，ＦＤ（Faculty Development）を実施する。 

 

 

（７）ＩＣＴ活用教育の推進 

 

  ① ＩＣＴ活用教育のための教材開発や授業実施のための情報提供等を行い，大学等における教

育の質向上とＩＣＴ活用教育の導入・推進を図る。 

   ・大学及びセンターでのＩＣＴ活用教育セミナーの実施 

   ・前年度までに開発し既に大学に提供しているツール・システムの普及と必要な機能拡張 

・オンライン学習大学ネットワークを介した大学間のリメディアル教材の共有化の推進等 

 

② 海外のＩＣＴ活用教育推進機関などと連携するとともに，国際セミナー，国際シンポジウム

を開催する。 

 

③ 学習資源の収集・提供システムの運用管理・機能向上を図るとともに，国内外の学習資源の

流通・共有化を推進する。 

 

④ 大学等におけるＩＣＴ活用教育・遠隔教育推進のための調査研究を行う。実施にあたっては

外部資金を活用する。 

 

  ⑤ 総合研究大学院大学との連携を図り，同大学文化科学研究科メディア社会文化専攻に現に在

籍する大学院生の指導を通じて，この分野における人材育成に協力する。 
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区   分 業 務 別 計 画 

 

２ 放送大学にお

ける教育に必要

な放送等の実施

に関する事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）放送等の実施 

   東京放送局，前橋放送局等のテレビ（UHF）及びラジオ（FM）とともに，衛星放送（CS放送）

のテレビ及びラジオにより，次のように授業番組等を放送する。 

   また，地上デジタルテレビジョン放送においては，ハイビジョン放送，多チャンネル放送及び

データ放送を実施する。 

 

  ① 番組編成期間及び放送時間 

   ・地上アナログテレビ及びラジオ，衛星放送（CS 放送）テレビ及びラジオ，地上デジタルテ

レビ第1チャンネル 

番組編成期間 放送時間 

放送授業期間 

 平成21年  4月1日～ 4月28日 

平成21年  5月6日～ 7月21日 

平成21年10月1日～12月28日 

平成22年  1月5日～ 1月20日 

テレビ 

日曜及び月曜 午前6時から翌午前0時15分まで 

火曜     午前6時から翌午前2時まで 

水曜から土曜 午前5時15分から翌午前2時まで 

ラジオ 

日曜及び月曜 午前6時から翌午前0時15分まで 

火曜から土曜 午前6時から翌午前0時30分まで 

ゆとりの期間 

 平成21年4月29日～5月5日 

平成21年12月29日 

～平成22年1月4日 

集中放送授業期間 

 平成21年7月22日～9月30日 

平成22年1月21日～3月31日 

日曜及び月曜 午前6時から翌午前0時15分まで 

火曜から土曜 午前6時から翌午前0時まで 

 

   ・地上デジタルテレビ第2チャンネル及び第3チャンネル 

番組編成期間及び放送時間 

 

          午後1時から午後2時30分まで 

    毎日           及び 

          午後8時45分から午後11時まで 

 

 

 

 

② 番組の種類 

番 組 名 番 組 内 容 

授業番組 放送大学が放送教材として使用する番組 授 

業 

番 

組 

特別講義 
各学問分野等の第一人者が，それぞれの専門について，自由に

あるいはさらに深く掘り下げて講義する番組 

科目選択ガイド 学部及び研究科の内容，科目選択の方法等を紹介する番組 

大学の窓 大学からの各種お知らせや学習に役立つ情報を提供する番組 

告 

知 

番 

組 
特別番組 

学習を進める上で参考になる話題，行事等をさまざまな形で放

送する番組 
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３ 前２号に掲げ

る業務に附帯す

る業務に関する

事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）放送設備の整備 

放送局の安定した運行のための，放送関連施設及び機器の保全・管理等を行うとともに，幕

張演奏所放送用無停電電源装置及び東京送信所ＦＭ送信機の特別修繕を行う。 

 

 

（３）ＢＳ放送設備の整備 

平成２３年度ＢＳ放送開始に向けて，関係設備の整備を行う。 

 

 

（１）広報活動の実施 

   放送大学の周知を図るとともに，学生募集活動に資するため，広報資料の作成，新聞広告等の

広報活動を行う。 

   また，学生確保戦略を策定し，学生の学習支援・サービス改革を進めると共に，一般学生及び

集団での学生確保を図る。 

 

  ① 放送大学の周知に係る広報活動 

    ・ホームページの充実 

    ・新聞，テレビ，雑誌，インターネット等のメディアを活用した広報の実施 

    ・体験入学（各学習センター）の実施 

    ・生涯学習フェスティバル等各種イベントへの参加 

・公開講演会（各学習センター）の実施 

・図書館所蔵コレクション展の実施 

   

② 平成２１年度第２学期及び平成２２年度第１学期学生募集に係る広報活動 

    ・学生募集ポスター，学生募集リーフレット，その他広報資料の作成 

    ・新聞，テレビ，雑誌，インターネット等のメディアを活用した学生募集広告の実施 

    ・生涯学習センター等公共機関への資料配付協力要請 

・関係府省庁の刊行物，各自治体広報誌の活用 

 

（２）調査研究の実施 

① 視聴状況調査 

放送番組の編成に対する視聴者ニーズや一般的な視聴・受信状況の把握に資する調査を実施

し，その結果の活用を図る。 

 

② 総合的なメディア活用の在り方に関する調査研究 

放送用素材の収録から放送の送出・インターネット配信まで一貫して行うことができるシス

テムについての技術動向，実態調査等を行う。 

 

 

（３）事務電算システムの運用等 

   人事・給与システム，財務・会計システム，教務情報システム（システムWAKABA），図書シス

テム，大学院研究指導支援システム，事務連絡用システム，電子会議システム，文書管理システ

ム等の運用・管理を行う。 
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４ その他学園の

行う業務に関する

事項 

 

（４）インターネット配信 

学生の利便性の向上等に資するため，放送等による授業の補完として，平成１９年度以降開設

のラジオ授業科目等のうち可能なものについてインターネット配信を実施する。 

 

 

（５）特別修繕準備金 

特別修繕準備金から365,920,000円を取り崩して特別修繕費に充てる。 

 

 

（１）学生等の受信環境の向上のため，ケーブルテレビ事業者による再送信の拡充に努める。 

 

 

（２）広報・学生募集活動の改善案，番組制作のあり方，学習センターのあり方等については，第三

者による経営評価の結果を踏まえ，見直しを行う。 

 

（３）ＩＣＴ活用教育推進事業については，事業の内容や効果を精査・検証するとともに，既存組織・

人員の活用などにより，実施体制の効率化を図る。 

 

（４）大学評価機関による認証評価に係る事前段階として，自己点検・評価を行う。 

 

 



 
 
 
 
 
 
 

添 付 書 類 

 

 

 

１．平成 21 会計年度予定貸借対照表 

 

２．平成 21 会計年度予定損益計算書 

 

３．平成 20 会計年度予定貸借対照表 

 

４．平成 20 会計年度予定損益計算書 

 

５．平成 20 会計年度業務報告書 

 

６．他の団体等に対して出資を行う場合における当該団体等の名称等（該当なし） 

 

７．平成 21 会計年度収入支出予算 

 



資　　産　　の　　部
（単位：千円）

Ⅰ

１

5,733,687

15,933,721

△ 3,324,062 12,609,659

646,476

△ 242,787 403,689

6,639,324

△ 3,164,616 3,474,708

2,271,334

△ 1,345,762 925,572

5,029,291

21,538

△ 17,591 3,946

315,535

28,496,090

２

3,889

958

971,844

976,692

３

105,381

2,578,076

349,864

3,033,322

32,506,105

Ⅱ

3,469,582

503,731

589,685

4,212,562

525

4,914

8,781,002

41,287,108

建 物

土 地

工具、器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

図 書

電 話 加 入 権

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

機 械 及 び 装 置

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

平 成 21 会 計 年 度 予 定 貸 借 対 照 表

(平成22年3月31日）

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

水 道 施 設 利 用 権

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

投 資 そ の 他 の 資 産

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

投資その他の資産合計

長 期 性 預 金

投 資 有 価 証 券

敷 金 及 び 保 証 金

資 産 合 計

現 金 及 び 預 金

た な 卸 資 産

前 払 費 用

未 収 入 金

有 価 証 券

未 収 収 益

流 動 資 産 合 計



負　　債　　の　　部

Ⅰ

7,099,806

956

4,310

129,496

315,535

399,371

691,006

8,640,482

Ⅱ

4,202,489

11,276

2,442,015

51,880

35,722

1,048,801

777,027

551

322,159

11,456

8,903,381

17,543,864

拠　　出　　の　　部

Ⅰ

20,934,162

Ⅱ

7,809,408

△   6,687,926

1,179,290

504,963

2,805,736

Ⅲ

3,344

（313,385)

3,344

23,743,243

41,287,108

預 り 補 助 金 等

資 産 見 返 補 助 金 等

拠 出 剰 余 金

拠 出 剰 余 金

流 動 負 債

預 り 寄 附 金

前 受 金

未 払 金

預 り 金

短 期 リ ー ス 債 務

固 定 負 債

資 産 見 返 補 助 金 等

資 産 見 返 負 担 金

資 産 見 返 給 付 金

負 債 拠 出 合 計

資 産 見 返 寄 附 金

拠 出 金

政 府 拠 出 金

固 定 負 債 合 計

退 職 給 付 引 当 金

学生数等減少準備引当金

負 債 合 計

資 産 見 返 寄 附 金

未 払 消 費 税 等

特 別 修 繕 準 備 金

放送大学教育振興基金

未 払 費 用

賞 与 引 当 金

流 動 負 債 合 計

損益外減価償却累計額

拠 出 合 計

利 益 剰 余 金

拠 出 剰 余 金 合 計

当 期 未 処 分 利 益

（ う ち 当 期 総 利 益 ）

利 益 剰 余 金 合 計



 （単位：千円）

Ⅰ

5,417,937

475,450

42,180

6,285,866

159,147

50,030

2,771,054

167

2,214

14,018

1,745

32,631 34,376

74,841

15,327,283

Ⅱ

14,515,159

865,044

15,380,203

△ 52,920

Ⅲ

79,325

11

79,337

Ⅳ

79,337

79,337

△ 52,920

365,920

313,385

資産見返寄附金等戻入

特別修繕準備金取崩額

入 学 金 収 益

検 定 料 収 益

運 営 費 補 助 金 等 収 益

寄 附 金 収 益

資 産 見 返 補 助 金 等 戻 入

資 産 見 返 負 担 金 戻 入

資 産 見 返 給 付 金 戻 入

資 産 見 返 寄 附 金 戻 入

平 成 21 会 計 年 度 予 定 損 益 計 算 書

(自　平成21年4月1日　至　平成22年3月31日）

経 常 収 益

授 業 料 収 益

財 務 収 益

受 取 利 息

有 価 証 券 利 息

経 常 費 用 合 計

一 般 管 理 費

雑 益

経 常 収 益 合 計

経 常 費 用

業 務 費

受 託 研 究 収 益

当 期 総 利 益

臨 時 損 失

固 定 資 産 除 却 損

臨 時 損 失 合 計

当 期 純 利 益

経 常 利 益

臨 時 利 益

資産見返補助金等戻入

臨 時 利 益 合 計



資　　産　　の　　部
（単位：千円）

Ⅰ

１

3,469,887

13,489,181

△ 2,771,677 10,717,503

603,093

△ 206,617 396,475

6,102,551

△ 2,397,090 3,705,461

1,672,823

△ 1,089,917 582,906

5,039,125

21,538

△ 14,874 6,663

23,918,023

２

3,705

1,128

1,171,908

1,176,742

３

105,358

2,578,076

349,864

3,033,299

28,128,065

Ⅱ

3,719,819

1,047,372

589,685

4,303,104

556

4,529

9,665,068

37,793,134

建 物

土 地

工具、器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額

図 書

電 話 加 入 権

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

機 械 及 び 装 置

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

平 成 20 会 計 年 度 予 定 貸 借 対 照 表

(平成21年3月31日）

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

水 道 施 設 利 用 権

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

投 資 そ の 他 の 資 産

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

投資その他の資産合計

長 期 性 預 金

投 資 有 価 証 券

敷 金 及 び 保 証 金

資 産 合 計

現 金 及 び 預 金

た な 卸 資 産

前 払 費 用

未 収 入 金

有 価 証 券

未 収 収 益

流 動 資 産 合 計



負　　債　　の　　部

Ⅰ

7,258,389

1,124

6,524

127,768

343,565

691,006

8,428,379

Ⅱ

4,280,337

22,767

2,442,906

51,880

35,722

1,581,998

777,027

551

272,726

9,465,918

17,894,297

拠　　出　　の　　部

Ⅰ

15,894,965

Ⅱ

7,263,993

△   5,313,133

1,545,210

504,841

4,000,912

Ⅲ

2,959

(309,385)

2,959

19,898,837

37,793,134

資 産 見 返 補 助 金 等

拠 出 剰 余 金

拠 出 剰 余 金

流 動 負 債

預 り 寄 附 金

前 受 金

未 払 金

預 り 金

固 定 負 債

資 産 見 返 補 助 金 等

資 産 見 返 負 担 金

資 産 見 返 給 付 金

負 債 拠 出 合 計

資 産 見 返 寄 附 金

拠 出 金

政 府 拠 出 金

固 定 負 債 合 計

退 職 給 付 引 当 金

学生数等減少準備引当金

負 債 合 計

資 産 見 返 寄 附 金

未 払 消 費 税 等

特 別 修 繕 準 備 金

放送大学教育振興基金

未 払 費 用

賞 与 引 当 金

流 動 負 債 合 計

損益外減価償却累計額

拠 出 合 計

利 益 剰 余 金

拠 出 剰 余 金 合 計

当 期 未 処 分 利 益

（ う ち 当 期 総 利 益 ）

利 益 剰 余 金 合 計



 （単位：千円）

Ⅰ

5,530,214

467,423

42,180

4,916,756

29,874

2,655,678

167

2,214

14,018

1,396

34,631 36,027

59,169

13,753,723

Ⅱ

12,980,159

773,565

13,753,723

0

Ⅲ

79,325

11

79,337

Ⅳ

79,337

79,337

0

309,000

309,385

資産見返寄附金等戻入

特別修繕準備金取崩額

入 学 金 収 益

検 定 料 収 益

運 営 費 補 助 金 等 収 益

寄 附 金 収 益

資 産 見 返 補 助 金 等 戻 入

資 産 見 返 負 担 金 戻 入

資 産 見 返 給 付 金 戻 入

資 産 見 返 寄 附 金 戻 入

平 成 20 会 計 年 度 予 定 損 益 計 算 書

(自　平成20年4月1日　至　平成21年3月31日）

経 常 収 益

授 業 料 収 益

財 務 収 益

受 取 利 息

有 価 証 券 利 息

経 常 費 用 合 計

一 般 管 理 費

雑 益

経 常 収 益 合 計

経 常 費 用

業 務 費

当 期 総 利 益

臨 時 損 失

固 定 資 産 除 却 損

臨 時 損 失 合 計

当 期 純 利 益

経 常 利 益

臨 時 利 益

資産見返補助金等戻入

臨 時 利 益 合 計
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Ⅰ 放送大学学園の概要 
 
   事 業 内 容   １ 放送大学を設置し、これを運営すること 
             ２ 放送大学の教育に必要な放送等を行うこと 
             ３ その他必要な業務を行うこと 
 
   事務所の所在地    千葉県千葉市美浜区若葉２丁目１１番地 
 
   役員の定数等 
       定数：理事６人以上８人以内（うち常勤５人、非常勤３人以内）、監事２人（うち非常勤１人） 
 

氏  名 役  職 任  期 経  歴 

御 手 洗  康 理 事 長 平成19年10月 1日～
平成21年 9月30日

昭和44年 7月 文部省入省 
平成15年 1月 文部科学事務次官 
平成17年10月 放送大学学園理事長 

石  弘 光 理事（学長） 平成19年 5月 1日～
平成23年 4月30日

昭和52年10月 一橋大学教授 
平成10年12月 一橋大学長 
平成19年 5月 放送大学長 

樋 口 修 資 理 事 平成20年 7月12日～ 
平成21年 9月30日

昭和51年 4月 文部省入省 
平成18年 7月 文部科学省スポーツ・青少年局長
平成20年 7月 放送大学学園理事 

山 本 勝 彦 理 事 平成20年10月 1日～
平成21年 9月30日

昭和46年 4月 三菱レイヨン株式会社入社 
平成18年 7月 独立行政法人国立大学財務・経営
       センター監事 
平成20年10月 放送大学学園理事 

松 井 房 樹 理 事 平成19年10月 1日～
平成21年 9月30日

昭和51年 4月 郵政省入省 
平成18年 4月 内閣官房内閣審議官 
平成19年 9月 放送大学学園理事 

後 藤 祥 子 理事（非常勤） 平成19年10月 1日～
平成21年 9月30日

昭和61年 4月 日本女子大学教授 
平成13年 4月 学校法人日本女子大学理事長・ 

日本女子大学学長 
平成13年 7月 放送大学学園理事（非常勤） 

梶 山 千 里 理事（非常勤） 平成19年10月 1日～
平成21年 9月30日

昭和59年11月 九州大学教授 
平成13年11月 九州大学総長 
平成16年 6月 放送大学学園理事（非常勤） 

山 村 裕 義 理事（非常勤） 平成19年10月 1日～
平成21年 9月30日

平成11年 4月 日本放送協会理事 
平成15年 6月  株式会社ＮＨＫ文化センター 

代表取締役社長 
平成19年10月 放送大学学園理事（非常勤） 

上 條 哲 男 監 事 平成20年 5月 1日～
平成21年10月15日

昭和63年 4月 上智大学教授 
平成20年 5月 放送大学学園監事 

西 垣  昭 監事（非常勤） 平成19年10月 1日～
平成21年 9月30日

昭和28年 4月 大蔵省入省 
昭和63年 6月 大蔵事務次官 
平成 2年 5月 海外経済協力基金総裁 
平成10年 7月 放送大学学園監事（非常勤） 
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   教員及び職員の数  教員： ８９人 
            職員：２５３人 
 
   沿     革  昭和５６年 ７月   放送大学学園設立 
            昭和５８年 ４月   放送大学設置 
            昭和５９年１０月   東京放送局免許 
            昭和５９年１２月   前橋放送局免許 
            昭和６０年 ４月   関東地方の一部において、テレビ（地上アナログ放送）・

ラジオによる授業放送を開始するとともに学生を受入れ 
            平成 ２年１０月   関東地方以外において、順次ビデオ・オーディオテープを 

利用した授業等を行うとともに学生を受入れ 
            平成１０年 １月   衛星（ＣＳ）放送による授業番組等の全国放送の開始 
            平成１０年１０月   全国の学習センターで全科履修生の受入れ開始 
            平成１３年 ４月   放送大学大学院設置 
            平成１４年 ４月   放送大学大学院学生受入れ 
            平成１５年１０月   特殊法人から特別な学校法人へ移行 
            平成１８年１２月   地上デジタル放送開始（放送エリアは地上アナログ放送と

同様） 
             
   設立に係る根拠法  放送大学学園法（平成１４年１２月１３日法律第１５６号） 
 
   主 管 省 庁 名  文部科学省、総務省 
 
   審 議 等 機 関  名  称   評議員会 
            業務内容   ・ 理事長の諮問に応じ、放送大学学園の業務の運営に関する重要事項 

について審議する。 
                   ・ 放送大学学園の業務の運営につき、理事長に対して意見を述べる。 
            構 成 員   【定数：２０～２７人 現員：２７人】 

（平成２１年３月１日現在） 

氏  名 職   名   等 

赤 田 英 博

安 西 祐一郎

飯 野 正 子

池 原 充 洋

石   弘 光

井 上 孝 美

岩 崎 洋 一

大 橋 英 寿

岡 部 洋 一

荻 野   博

梶 山 千 里

郷   通 子

小 舘 静 枝

後 藤 祥 子

後 藤 雅 美

佐 藤 健太郎

清 水 康 敬

鈴 木 正 人

玉 川 寿 夫

鳥 居 元 吉

南 雲 光 男

広 瀬 道 貞

御 手 洗  康

茂 木 友三郎

甕   昭 男

山 村 裕 義

和 田 九 三

社団法人日本ＰＴＡ全国協議会会長 

慶應義塾長 

津田塾大学長 

放送大学学園事務局長 

放送大学長 

財団法人放送大学教育振興会理事長 

国立大学法人筑波大学長 

放送大学宮城学習センター所長 

放送大学副学長 

放送大学副学長 

独立行政法人日本学生支援機構理事長 

国立大学法人お茶の水女子大学長 

小田原女子短期大学学長 

学校法人日本女子大学理事長・日本女子大学学長 

日本放送協会理事 

千葉県教育委員会教育長 

独立行政法人メディア教育開発センター理事長 

社団法人日本経済団体連合会参与 

社団法人日本民間放送連盟専務理事 

社団法人日本新聞協会専務理事 

日本サービス・流通労働組合連合顧問 

財団法人民間放送教育協会理事長 

放送大学学園理事長 

キッコーマン株式会社代表取締役会長ＣＥＯ 

財団法人テレコムエンジニアリングセンター理事長

株式会社ＮＨＫ文化センター経営主幹 

前放送大学同窓会連合会会長 
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Ⅱ 事業の実施状況 
 
 １ 放送大学を設置し、これを運営することに関する事項 
 
 （１）学生の募集等 
   下記のとおり、平成２０年度第２学期学生募集を行った。               （単位：人） 

区    分 入学定員 募 集 期 間 等 

第２学期 全科履修生 15,000教養学部 
 

第２学期 選科履修生 科目履修生 40,000
 ６月１５日～８月３１日 

大学院 
文化科学研究科 
 

第２学期 修士選科生 修士科目生 11,000  ６月１５日～８月３１日 

 
   下記のとおり、平成２１年度第１学期学生募集を行った。               （単位：人） 

区    分 入学定員 募 集 期 間 等 

第１学期 全科履修生 15,000教養学部 
 

第１学期 選科履修生 科目履修生 40,000
１２月１５日～２月２８日 

修士全科生 500

(8/23～9/12募集) 
10/10   第１次合格者の決定(書類審査)
10/26  第２次選考     (筆記試験)
11/15,16  〃       (面接試問)
12/12  最終合格者決定 

大学院 
文化科学研究科 
 

第１学期 修士選科生 修士科目生 11,000 １２月１５日～２月２８日 

   このほか平成２０年度集中科目履修生の募集を５月１日～３１日の間行った。 
 
  （入学者数推移） 
   〔学  部〕                                    （単位：人） 

１６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 
年  度 

１学期 ２学期 １学期 ２学期 １学期 ２学期 １学期 ２学期 １学期 ２学期

全科履修生 7,694 3,909 7,535 3,570 6,689 3,311 7,092 3,248 6,395 3,244

選科履修生 12,240 5,425 13,369 5,483 12,319 5,191 12,623 5,505 11,935 5,323

科目履修生 9,474 10,116 8,306 9,496 7,744 8,797 6,249 7,916 5,574 6,641

特別聴講学生 1,067 3,424 1,513 4,011 2,002 4,182 1,793 4,054 1,908 4,292

   〔大学院〕                                    （単位：人） 

１６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 
年   度 

１学期 ２学期 １学期 ２学期 1学期 ２学期 １学期 ２学期 １学期 ２学期

修士全科生 530 524 502 472 475 

修士選科生 － － 3,949 824 3,643 902 3,148 864 2,743 823

修士科目生  6,557 5,870 2,108 1,768 1,194 1,208 827 941 969 992

特別聴講学生 1 1 0 0 0 1 0 1 0 3
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（２）学生の教育等 

 

   ① 平成２０年度第１学期の在学者（学部７７，９２６人、大学院５，９４４人）及び平成２０年度第

２学期の在学者（学部７９，０５６人、大学院５，９１３人）に対して放送授業、面接授業、通信指

導、研究指導、単位認定試験等を下記のとおり実施した。 

 

放送授業 

 

 

・平成２０年 ４月１日～ ４月２８日 

                     １５週間 

 平成２０年 ５月６日～ ７月２１日 

 

・平成２０年１０月１日～１２月２８日 

                     １５週間 

 平成２１年 １月５日～ １月２０日 

 

・第１学期については、学部２８２科目、大学院６８科目を放送 

・第２学期については、学部２８８科目、大学院６９科目を放送 

 

なお、平成２０年４月２９日～５月５日及び平成２０年１２月２９日～２１年１

月４日を「ゆとりの期間」として、また、平成２０年７月２２日～９月３０日及び

平成２１年１月２１日～３月３１日を「集中放送授業期間」として特別講義を放送

するほか、授業番組の一部を再放送 

夏季集中放送授業期間、ゆとりの期間（年末・年始）には、「司書教諭資格取得

に資する科目」（５科目）、「看護師資格取得に資する科目」（５科目）を放送 

面接授業 

 
・学習センター等で直接教員（客員・非常勤教員を含む）が指導を実施（スクーリング）

・面接授業の種類 

  ①毎週型 週１回２時間１５分の授業を毎週火～金の同曜日・同時限に５回（５週）

実施                 （５月～６月、１１月～１２月）

  ②土日型 連続する土曜・日曜に１回２時間１５分の授業を５回実施 

                         （４月～７月、１０月～１月）

  ③集中型 連続する２～３日間に１回２時間１５分の授業を５回実施 

                         （８月、２月） 

・延べ２，６３１科目（２，９８８クラス）の面接授業を実施 

通信指導 

 
・放送授業科目について、学期の途中に１回、一定範囲の問題を出題し、その添削を実施

（通信指導の評価の結果によって単位認定試験の受験資格が与えられる） 

・通信指導提出期限：平成２０年 ６月６日（第１学期） 

          平成２０年１２月２日（第２学期） 

         〔平成２０年８月１５日（集中科目履修生）〕 

 研究指導 

（大学院） 

  
・研究指導を行い、第２年次の学生は修士論文等の審査を実施 

単位認定試験 

 
 

・教養学部       平成２０年７月２７日～８月３日（第１学期） 

            平成２１年１月２５日～２月１日（第２学期） 

・集中科目履修生 

 「司書教諭資格取得に資する科目」  平成２０年１０月２０日 単位認定レポート提出期限 

 「看護師資格取得に資する科目」   平成２０年 ９月２６日、２７日 

 

・大学院文化科学研究科 平成２０年７月２５日～２６日（第１学期） 

            平成２１年１月２３日～２４日（第２学期） 

 また、学部において５，１５９人の卒業認定、大学院修士課程において４２３人の修了認定を行った。 
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  （学部卒業者数推移） 

２０年度 
１８年度 １９年度 

第１学期 第２学期 計 
２０年度末累計

５，３０５人 ５，１０９人 １，９２９人 ３，２３０人 ５，１５９人 ５６，１７４人

 
  （大学院修了生数） 

２０年度 
１８年度 １９年度 

第１学期 第２学期 計 
２０年度末累計

４５３人 ３８９人 ９人 ４１４人 ４２３人 ２，４１２人

 
   ② 専修免許状、特別支援学校の教諭免許状、栄養教諭免許状、看護師資格取得など各種資格の取得に

資する教育を実施した。 
     

③ 特定の科目群を履修し単位取得した学生に、認証状を発行・授与する科目群履修認証制度の認証プ
ラン数を１６プランから２２プランに拡充した。 

     
   ④ 他大学等との単位互換を下記のとおり締結している。 
     〔学部〕平成２０年度末までに３２６校 
     〔大学院〕平成２０年度末までに４校 
     
   ⑤ 教員免許更新講習実施委員会を設置し、講習開設に向けて準備を開始した。 

 
⑥ ＡＡＯＵ（アジア公開大学連合）及びＩＣＤＥ（国際遠隔教育評議会）に参加し、世界各国の遠隔

教育の最新情報を得るとともに、海外の遠隔高等教育機関と相互交流を図った。 
     
 
（３）教材の作成 
 
   ① 平成２１年度に新たに開設する授業科目学部５０科目、大学院１９科目について、放送教材及び印

刷教材を作成するとともに、特別講義１１番組を制作した。 
 

② 特別講義２番組について、番組に連動したデータ放送用コンテンツを制作した。 
 

③ 授業科目１２科目等の番組について字幕を付与した。 
 
   ④ 放送教材の二次利用等の円滑化に資するため、教材作成段階において著作権処理について十分配慮

するとともに、著作権処理データベースを運用し、著作権処理業務の効率化を図った。 
 

⑤ 放送教材の作成経費について、より効率的な執行プロセスを策定、実施した。 
 
 
（４）学習センターの運営 
    

① 面接授業の実施等 
      学習センターにおいて、延べ２，６３１科目（２，９８８クラス）の面接授業を実施した。 
      また、学生間の交流や学習意欲を促進するため、サークル活動や教員によるミニ講座等に供する

など講義室の有効活用を図った。 
 
   ② 単位認定試験の実施 
      各学習センターにおいて下記の日程で単位試験を実施した。 
      ・教養学部            平成２０年７月２７日～８月３日（第１学期） 
                       平成２１年１月２５日～２月１日（第２学期） 
      ・集中科目履修生 
       「司書教諭資格取得に資する科目」平成２０年１０月２０日 単位認定レポート提出期限 

「看護師資格取得に資する科目」 平成２０年９月２６日、２７日 
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・大学院文化科学研究科       平成２０年７月２５日～２６日（第１学期） 
                       平成２１年１月２３日～２４日（第２学期） 
   ③ ビデオ・オーディオテープ・ＤＶＤ・ＣＤによる再視聴学習機会の提供  
      各学習センターに放送教材を配架し、再視聴学習に供した。 
     
   ④ 学生サービス  
      各学習センターにおいて、図書の貸出、学習相談、証明書の発行等の業務を行った。 

 
   ⑤ 当該地域の広報活動・学生募集活動  
      各学習センターにおいて、広報活動及び学生募集活動を行った。 
      
  
（５）施設設備の整備 
    
   ① 群馬学習センター、千葉学習センター及び附属図書館の特別修繕を行った。 

 
   ② 学生への学習支援のためのキャンパスネットワークＨＰのデザインをリニューアルするとともに、

サービスアプリケーション等の機能拡張を図った。また、携帯電話用ブラウザでも参照できるページ
を作成した。 

 
   ③ 教育研究に必要な視聴設備の整備を進めるとともに、図書・学術雑誌の充実を図った。  
    
   ④ 本部、千葉学習センター及び神奈川学習センターの外壁等の耐震改修を行った。 
 
（６）授業評価の実施 
 

授業内容の質的な充実を図るため，学生等による授業評価を実施した。 
また、学部・大学院の教育方法改善を図るため、ＦＤ（Faculty Development）講演会を実施した。 

 

 

２ 大学における教育に必要な放送等の実施に関する事項 

 
（１）放送等の実施 

東京放送局、前橋放送局のテレビ（ＵＨＦ）及びラジオ（ＦＭ）とともに、衛星放送（ＣＳ放送）のテ
レビ及びラジオにより次のように授業番組等を放送した。 

また、地上デジタルテレビジョン放送においては、ハイビジョン放送、多チャンネル放送及びデータ放
送を実施した。 

 
 

① 番組編成期間及び放送時間 
・地上アナログテレビ及びラジオ、衛星放送（ＣＳ放送）テレビ及びラジオ、地上デジタルテレビ第１チャンネル 

番組編成期間 放  送  時  間 

 放送授業期間 
 平成２０年 ４月１日～ ４月２８日 
 平成２０年 ５月６日～ ７月２１日 
 平成２０年１０月１日～１２月２８日 
 平成２１年 １月５日～ １月２０日 

日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時１５分まで 
 
火曜     午前６時から翌午前２時まで 
 
水曜から土曜 午前５時１５分から翌午前２時まで 

 ゆとりの期間 
 平成２０年 ４月２９日～５月 ５日 
 平成２０年１２月２９日～２１年１月４日 
 
 集中放送授業期間 
 平成２０年 ７月２２日～９月３０日 
 平成２１年 １月２１日～３月３１日 

日曜及び月曜 午前６時から翌午前０時１５分まで 

 
火曜から土曜 午前６時から翌午前０時まで 
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・地上デジタルテレビ第２チャンネル及び第３チャンネル 

番組編成期間及び放送時間 

午後１時から午後２時３０分まで 

毎日           及び 
    午後８時４５分から午後１１時００分まで 

 
   ② 番組の種類  

番  組  名 番  組  内  容 

授業番組 放送大学が放送教材として使用する番組 授

業

番

組 

特別講義 各学問分野等の第一人者が、それぞれの専門について、自由にあるいはさらに深
く掘り下げて講義する番組 

科目選択ガイド 学部及び研究科の内容、科目選択の方法などを紹介する番組 

大学の窓 大学からの各種お知らせや学習に役立つ情報を提供する番組 

告

知

番

組 特別番組 学習を進める上で参考になる話題、行事などをさまざまな形で放送する番組 

 

 

（２）放送設備の整備 

    

安定した放送を確保するため、幕張演奏所の番組送出・整備や送信所（東京、前橋）及び中継所（花見

川、菖蒲、桐生）の送信装置、アンテナ等の管理・保全を実施するとともに、幕張演奏所番組送出装置及

びＣＳ放送用端局設備の特別修繕を行った。 

また、花見川中継所、東京送信所間の電波伝搬障害を回避するため、東京送信所の受信アンテナの移設 

  を行った。 

 

（３）ＢＳ放送設備の調査設計 

 

放送大学学園がＢＳデジタル放送を実施するにあたり、現行の学園・幕張演奏所における番組送出シス

テムに関する技術的事項等、新たに導入するＢＳデジタル放送用の設備を構築する上での基本的事項につ

いて調査を実施した。 

 

（４）放送事故 

 

① 平成２０年７月１２日（土）、スカイパーフェクトＴＶ目黒局のアップリンクの降雨減衰により、ＣＳ放送（テレビ・

ラジオ）の映像及び音声が４分３２秒断となった。 

 
② 平成２０年９月７日（日）、スカイパーフェクトＴＶ目黒局のアップリンクの降雨減衰により、ＣＳ放送（テレビ）

の映像及び音声が７分３９秒断、ＣＳ放送（ラジオ）の音声が７分４２秒断となった。 

 

３ 前２号に掲げる業務に附帯する業務に関する事項 

 

（１）広報活動の実施 

     各種広報資料の作成・配布、公開講演会の開催、新聞・雑誌・テレビを利用した広報を行うととも

に、各種イベントに参加した。 

また、効果的な広報戦略に資するため、学生確保戦略を策定し、広報活動体制の充実、学園本部と

学習センターとの連携協力体制の強化等を行った。 

      

① 放送大学の周知に係る広報活動 
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     ・ホームページの充実 

     ・体験入学（各学習センター）の実施 

     ・生涯学習フェスティバル等各種イベントへの参加（平成２０年１０月１１日～１５日：福島県） 

     ・公開講演会（各学習センター）の実施（計２７３回） 

・図書館所蔵コレクション展の実施（群馬県、広島県、鹿児島県、徳島県） 

 

   ② 学生募集に係る広報活動 

     ・学生募集ポスター、学生募集リーフレット、その他広報資料の作成 

     ・新聞、テレビ、雑誌、インターネット等のメディアを活用した学生募集広告の実施 

       テレビＣＭ 日本テレビ、フジテレビ等 

       新聞広告  読売、朝日新聞等  

     ・生涯学習センター等公共機関への資料配付協力要請 

     ・関係府省庁の刊行物、各自治体広報誌の活用 

      

 

（２）調査研究の実施 

 

 ① 放送番組視聴状況調査 

      放送番組の編成に対する視聴者ニーズや一般的な視聴・受信状況の把握に資する調査を実施し、

その結果の活用を図った。 

 

② 総合的なメディア活用の在り方に関する調査研究 

      地上デジタル放送のデータ放送機能を活用した擬似双方向コンテンツを制作・放送するとともに

データ放送の調査を実施した。 
 

（３）事務電算システムの運用等 
 

   ① 各種業務システム等の運用・管理 

     ・ 人事・給与システム、財務・会計システム、教務情報システム、図書システム、大学院研究指

導支援システムの運用・管理を行った。 

     ・ 事務連絡用システム、電子会議システム、文書管理システム、法人文書ファイル管理システム

等の運用・管理を行った。 

 

   ② 教務情報システムの見直し・改善 

      本学の教育改革への対応及び教務処理のより一層の弾力化、迅速化等を図るため、新しい教務情

報システムの詳細設計を基に、プログラム開発及び新システムへの移行等を実施した。 

 

 

（４）インターネット配信 

学生の利便性の向上等に資するため、放送等による授業の補完として、平成１９年度及び２０年度開

設のラジオ授業科目のうち７８科目等について、インターネット配信を実施した。 

 

 

（５）特別修繕準備金 

    特別修繕準備金から、309,000,000円（予定）を取り崩して特別修繕費に充てた。 

 

４ その他学園の行う業務に関する事項 

 

・ 学生等の受信環境の向上を図るため、ケーブルテレビ事業者による再送信の拡充を行った。 

 

・ 広報・学生募集活動の改善案、番組制作のあり方、学習センターのあり方について、第三者に 

よる経営評価の結果を踏まえ、見直しの方策について検討を開始した。 

 



 
 
 
 

６．他の団体等に対して出資を行う場合における当該団体等の名称等 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

該当なし 

 



７．　平　成　２　1　会 計 年 度 収 入 支 出 予 算 （案）

（単位：千円）

前 年 度 平成21年度 前 年 度 平成21年度

予 算 額 予 算 額 予 算 額 予 算 額

(款)事業収入

(項)授業料及入学検定料 6,145,534 5,994,226 △ 151,308 (項)管理経費 1,020,077 1,142,129 122,052

(款）事業外収入

(項)雑収入 145,394 180,453 35,059 (項)教材作成等事業費 3,094,987 3,130,808 35,821

(款)特別修繕準備金受入

(項)特別修繕準備金受入 434,057 365,920 △ 68,137 (項)教育研究費 7,954,433 9,060,486 1,106,053

(款）補助金収入

(項)国庫補助金 8,162,388 9,311,343 1,148,955 (項)放送事業費 1,568,745 1,751,237 182,492

(款）受託収入

　(項)受託収入 0 159,147 159,147 (項)特別修繕費 434,057 365,920 △ 68,137

(款）電波伝搬対策費財源収入

(項)電波伝搬対策費財源収入 22,000 0 △ 22,000 (項)放送大学学園施設整備費 300,000 400,362 100,362

(項)受託研究等事業費 0 159,147 159,147

（項）教務情報システム開発費 514,074 0 △ 514,074

(項)電波伝搬対策費 22,000 0 △ 22,000

(項)予備費 1,000 1,000 0

14,909,373 16,011,089 1,101,716 14,909,373 16,011,089 1,101,716合　　　　　　計合　　　　　　計

科　　　　　　　　　目

支　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出

比 較
増 △ 減 額

収　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　入

比 較
増 △ 減 額

 科　　　　　　　　　目


